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朝日新聞社社友 高連協オピニオン会員 ｗｅｂ「月刊丈風」編集人 

中・長期の高齢社会対策の指針となる「高齢社会対策大綱」の見直しが、平成２３（２

０１１）年１０月１４日、「高齢社会対策会議」が開かれて、野田総理から指示されま

した。                              大綱見直し 

２００１年１２月（小泉政権）以来、１０年ぶりの改定作業にはいり、有識者会議の

検討をへて内閣府でのまとめが終わり、９月７日の「高齢社会対策会議」に報告され、

閣議決定されました。                      

大綱は史上初・国際的に先行する「日本高齢社会」をどうつくるかの中・長期的指針

となるものであり、高齢者が安心して暮らすことができる将来の姿を示すものですから、

３０００万人の高齢者に広く待たれて知られていいはずのものなのですが、マスコミの

関心は薄く、ニュースとして広く知られたようすはありません。 

 それほど大部ではありませんが、多岐にわたっており、細部の理解には時間を要しま

すが、前半の「目的及び基本的考え方」で、有識者が検討した「報告書＊下注」の趣意

や他の意見（高連協１月１２日の「提言」など）を取り込んで、後半の「分野別の基本

的施策」では前回の平成１３（２００１）年の「大綱」の手直しと新たな取り組みが示

されています。 

今回は何よりも「人生６５年時代」の「支えられる高齢者」から「人生９０年時代」

の「支える高齢者」への高齢者意識の変革と「社会参加」による仕組みの変換を、多方

面にわたって指摘し要請していることが画期的なところです。処々に学者・官僚主導の

構想力をみることができます。同じ時期に、この高齢社会対策の「大綱」の見直しに関

心を示さず、ありうべき「長寿社会」構想を論じることもなく、財源となる「消費税増

税」論議に終始していた政治の側がいかに周回遅れであるかが際立つばかりです。 

○高齢社会担当大臣って誰？  担当大臣a 

９月７日の「高齢社会対策会議」のあと閣議決定される前に、会議の長である野田総

理は資料原稿を読み上げました。その中で「高齢者が地域社会で元気に活躍し、長年培

ってきた知識や技能を次の世代に伝え、尊敬を得ていただく。加えて、高齢者の経済力

をわが国のマーケットに積極的に取り込んでいく。こうした好循環を生み出すことが、

日本経済を再生させる重要な鍵」と述べて、元気な高齢者の登場と活動に期待するとと

もに、経済再生の面からの対策実施を指示しました。         ニュース0907 

＊「高齢社会対策の基本的在り方等に関する検討会報告書～尊厳ある自立と支え合いを目指して

～」（高齢社会対策の基本的在り方等に関する検討会 清家篤座長 平成24年３月） 

http://jojin.jp/files/2012/09/！大綱見直し.pdf
http://jojin.jp/files/2012/09/！「高齢社会対策」担当大臣a.pdf
http://jojin.jp/files/2012/09/！高齢社会対策大綱ニュース0907.pdf


注： 大綱本文は黒字。意見を添えた部分を赤字で示しています。その上で、 

支えられる高齢者 ２世代＋α型社会 「人生６５年時代」 「高齢社会」形成期 

支える高齢者   ３世代協働型社会 「人生９０年時代」  ｢本格的な高齢社会」達成期 

の立場からの意見を青字で添えています。 
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ｐ1（大綱の本文ページ。以下同） 

第１ 目的及び基本的考え方 



１ 大綱策定の目的 

我が国は、戦後の経済成長による国民の生活水準の向上や、医療体制の整備や医療技術の進歩、

健康増進等により、平均寿命を延伸させ、長寿国のフロントランナーとなった。このことは、我

が国の経済社会が成功した証であると同時に、我が国の誇りであり、次世代にも引き継ぐべき財

産といえる。 

しかしながら、人口縮減に伴い、世界に前例のない速さで高齢化が進み、世界最高水準の高齢化

率となり、世界のどの国もこれまで経験したことのない超高齢社会を迎えている。 

・・・・・・・・・・・意見 

前文。平和な国で、みんなが高齢期を安心して暮らして、後人に次代を託して“尊厳”

をもって終わる人生。だれもが個人としてまた社会として願う姿です。冒頭の語りかけ

は、戦後の経済社会活動が成功し、平均寿命の伸長（延伸）、世界最高レベルの長寿国の

フロントランナーとなったことを誇りとし、次世代に引き継ぐべきものと述べています。 

「平和」は守って得るものであり、「高齢社会」は作って得るものです。高齢者が増え

ても新たな活動をしなければ「高齢者社会」であっても「高齢社会」にはなりません。

対策大綱は、このままでの推移による「国際的モデル国」の到来を留保しています。 

長寿国のフロントランナー。「長寿国（社会）」は、平均寿命が際立って延伸する時期に、

すべての世代がそれぞれの立場で参加して形成する社会。「高齢社会」は、高齢化率が際立

って高まる時期に、増えつづける高齢者自身が高齢者としてつくる社会。高齢者にとって

両者の関係が「長寿社会≧高齢社会」であることを意識化することが必要でしょう。 

「超高齢社会」について。現状は“超”高齢社会ではなく“本格的な”高齢社会であるこ

と。高齢化率２１％を超えた「高齢社会」を「超高齢社会」と呼びますが、「これまでに

経験したことのない高齢社会」であって、事象が限界点に近づいた場合をいう超・・とは

違います。高齢化率が２３％を超えたいま、三世代が六人そろっている家族は限界点どこ

ろかあっていい将来の姿です。“超”は誤解をまねく用法です。 

・・・・・・・・・・・ 

また、戦後生まれの人口規模の大きな世代が65 歳となり始めた今、「人生65年時代」を前提と

した高齢者の捉え方についての意識改革をはじめ、働き方や社会参加、地域におけるコミュニテ

ィや生活環境の在り方、高齢期に向けた備え等を「人生90 年時代」を前提とした仕組みに転換

させる必要がある。 

・・・・・・・・・・・意見 

前世紀の「人生６５年時代」から新世紀での「人生９０年時代」への意識改革、仕組み

の転換、その実現への高齢者の活動を提案しています。今回の見直しの基本にかかわる画

期的な観点です。 

・・・・・・・・・・・ 

そして、活躍している人や活躍したいと思っている人たちの誇りや尊厳を高め、意欲と能力のあ



る高齢者には社会の支え手となってもらうと同時に、支えが必要となった時には、周囲の支えに

より自立し、人間らしく生活できる尊厳のある超高齢社会を実現させていく必要がある。 

さらに、少子高齢化に伴う人口縮減に対応するためには、人材が財産である我が国においては、

今まで以上に高齢者のみならず、若年者、女性の就業の向上や職業能力開発の推進等により、国

民一人ひとりの意欲と能力が最大限に発揮できるような全世代で支え合える社会を構築するこ

とが必要である。 

このため、高齢社会対策基本法（以下「法」という。）第6 条の規定に基づき、政府が推進す

べき基本的かつ総合的な高齢社会対策の指針として、この大綱を定める。 

ｐ2 

２ 基本的考え方 

高齢社会対策は、法第2 条に掲げる次のような社会が構築されることを基本理念として行う。 

① 国民が生涯にわたって就業その他の多様な社会的活動に参加する機会が確保される公正で活

力ある社会 

② 国民が生涯にわたって社会を構成する重要な一員として尊重され、地域社会が自立と連帯の

精神に立脚して形成される社会 

③ 国民が生涯にわたって健やかで充実した生活を営むことができる豊かな社会 

これらの社会の構築に向け、以下に掲げる6 つの基本的考え方に則り、高齢社会対策を進める。 

(1) 「高齢者」の捉え方の意識改革 

高齢者の健康や経済的な状況は多様であるにもかかわらず、一律に「支えられる」人であるとい

う認識と実態との乖離をなくし、高齢者の意欲や能力を活かす上での阻害要因を排除するために、

高齢者に対する国民の意識改革を図る必要がある。 

また、1947 年から1949 年に生まれ、社会に対して多大な影響を与え得る世代であると考えら

れる団塊の世代が2012 年から65 歳となり、2012 年から2014 年に65 歳以上の者の人口が毎

年100 万人ずつ増加するなど高齢者層の大きな比重を占めることになる。このため、これまで

に作られてきた「高齢者」像に一層の変化が見込まれることから、意識改革の重要性は増してい

る。このため、高齢者の意欲や能力を最大限活かすためにも、「支えが必要な人」という高齢者

像の固定観念を変え、意欲と能力のある65 歳以上の者には支える側に回ってもらうよう、国民

の意識改革を図るものとする。 

・・・・・・・・・・・意見 

先の大戦後の1947 年から1949 年生まれの「団塊の世代」が、2012 年から65 歳となり、

2012 年から2014 年（2015年も）には毎年200 万人ずつが高齢者の側に移ります。高齢者

のうち毎年100万人余が亡くなりますから増加するのは100万人ですが。高齢者層のうちの

大きな比重を占める３年で700万人。戦後５年（1946年～1950年の「平和（団塊）世代」）

1000万人増が記されてもよかったところです。 



支える側に回ってもらう。「支える側の高齢者」（報告書ｐ１４本文１７行目）あるい

は「支える役割を担っている高齢者」（報告書ｐ８本文うしろから５行目）とすべきでは

なかったか。「支える側に回ってもらう」という表現では握力が弱い。「支えが必要な人」

に対して「支える側の高齢者」あるいは「支える高齢者」として意識してもらうことが必

要です。報告書（ｐ15）に見えた「現役シニア」はわかりやすいし、紹介してもよかった

のではないか。 

・・・・・・・・・・・ 

ｐ3 

(2) 老後の安心を確保するための社会保障制度の確立 

社会保障制度の設計に当たっては、国民の自立を支え、安心して生活ができる社会基盤を整備す

るという社会保障の原点に立ち返り、その本源的機能の復元と強化を図るため、自助・共助・公

助の最適バランスに留意し、自立を家族、国民相互の助け合いの仕組みを通じて支援することと

する。 

また、格差の拡大等に対応し、所得の再分配機能の強化や子ども・子育て支援の充実を通じて、

全世代にわたる安心の確保を図るとともに、社会保障の機能の充実と給付の重点化、制度運営の

効率化を同時に行い、税金や社会保険料を納付する者の立場に立って負担の増大を抑制する。こ

れらを通じ、国民一人ひとりの安心感を高め、持続可能な社会保障制度の構築を図るものとする。

その際、年齢や性別に関係なく、全ての人が社会保障の支え手であると同時に、社会保障の受益

者であることを実感できる制度を確立する。 

(3) 高齢者の意欲と能力の活用 

高齢期における個々の労働者の意欲・体力等には個人差があり、家庭の状況等も異なることから、

雇用就業形態や労働時間等のニーズが多様化している。意欲と能力のある高齢者の、活躍したい

という意欲を活かし、年齢にかかわりなく働くことができる社会を目指すために、多様なニーズ

に応じた柔軟な働き方が可能となる環境整備を図るものとする。 

また、生きがいや自己実現を図ることができるようにするため、様々な生き方を可能とする新し

い活躍の場の創出など社会参加の機会の確保を推進することで、高齢者の「居場所」と「出番」

をつくる。 

さらに、今後、高齢者の意欲と能力が最大限発揮されるためには、高齢者のニーズを踏まえたサ

ービスや商品開発の促進により、高齢者の消費を活性化し、 

ｐ4 

需要面から高齢化に対応した産業や雇用の拡大支援を図るものとする。 

・・・・・・・・・・・意見 

一般的記述ではなく、日本の高齢者層が置かれている事情に注意したい。今世紀にはい

って際立っているアジア地域の経済発展（暮らしの近代化）は、先行してきた日本からの



技術ノウハウ・資金・人材の進出（移動）によってもたらされたということ。それは日本

の高齢者（熟練技術者）の立場からすれば、「列島総不況」（高齢技術者リストラ）に遭

遇して職場を失うとともに、日本ブランドの途上国製「百均商品」（粗悪日用品）にさら

されるという“二重の被害（渋滞）”を余儀なくされてきたといえます。が、アジア諸国

のほどほどの“日本化”が進むとともに、「団塊の世代」の高齢者側への移入によって、

わが国に多様なニーズと商品レベルをもとめる「シニア市場」が登場してきます。「モノ

（機器・設備・施設）」やサービスなどの面で、高齢期の暮らしを豊かにする経済活動が

活発化すること、高齢者は需要者であるとともに企画・生産者でもあること、「高齢社会」

「シニア市場」の現役としての活動が本格化することになります。 

・・・・・・・・・・・ 

(4) 地域力の強化と安定的な地域社会の実現 

地域とのつながりが希薄化している中で、高齢者の社会的な孤立を防止するためには、地域のコ

ミュニティの再構築を図る必要がある。また、介護の面においても、高齢化が進展する中で核家

族化等の世帯構造の変化に伴い、家庭内で介護者の負担が増加しないように介護を行う家族を支

えるという点から、地域のつながりの構築を図るものとする。地域のコミュニティの再構築に当

たっては、地縁を中心とした地域でのつながりや今後の超高齢社会において高齢者の活気ある新

しいライフスタイルを創造するために、地縁や血縁にとらわれない新しい形のつながりも含め、

地域の人々、友人、世代や性別を超えた人々との間の「顔の見える」助け合いにより行われる「互

助」の再構築に向けた取組を推進するものとする。また、地域における高齢者やその家族の孤立

化を防止するためにも、いわゆる社会的に支援を必要とする人々に対し、社会とのつながりを失

わせないような取組を推進していくものとする。さらに、高齢者が安心して生活するためには、

高齢者本人及びその家族にとって、必要な時に必要な医療や介護が受けられる環境が整備されて

いるという安心感を醸成し、地域で尊厳を持って生きられるような、医療・介護の体制の構築を

進める必要がある。 

・・・・・・・・・・・意見 

高齢者の社会的孤立を防止するために、地域コミュニティの”再構築”が必要であり、「地

域力」を強化するに当たっては、「顔の見える」助け合いである「互助」が求められるとい

う。「自助」と「共助」「公助」の間に、かつて隣近所にあった「互助」を呼び戻そうとい

う提案は身近な実行項目としてあっていい。 

・・・・・・・・・・・ 

(5) 安全・安心な生活環境の実現 

高齢者にとって、日常の買い物、病院への通院等、地域での生活に支障が生じないような環境を

整備する必要があり、それを可能とするバリアフリーなどを十分に進める。あわせて、子育て世

代が住みやすく、高齢者が自立して健康、安全、快適に生活できるような、医療や介護、職場、



住宅が近接した集約型の 
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まちづくりを推進し、高齢者向け住宅の供給促進や、地域の公共交通システムの整備等に取り組

む。また、高齢者を犯罪、消費者トラブル等から守り、高齢者の安全・安心を確保する社会の仕

組みを構築するために、地域で孤立させないためのコミュニケーションの促進が重要である。こ

のため、高齢者が容易に情報を入手できるように、高齢者にも利用しやすい情報システムを開発

し、高齢者のコミュニケーションの場を設ける必要がある。 

(6) 若年期からの「人生90 年時代」への備えと世代循環の実現 

高齢期を健康でいきいきと過ごすためには、若い頃からの健康管理、健康づくりへの取組や生涯

学習や自己啓発の取組が重要である。また、男性にとっても女性にとっても、仕事時間と育児や

介護、自己啓発、地域活動等の生活時間の多様でバランスのとれた組み合わせの選択を可能にす

る、仕事と生活の調和(ワーク・ライフ・バランス)の推進を図るものとする。また、高齢期にお

ける経済的自立という観点からは、就労期に実物資産や金融資産等のストックを適正に積み上げ、

引退後はそれらの資産を活用して最後まで安心して生活できる経済設計を可能とする取組を図

るものとする。あわせて、高齢者の築き上げた資産を次世代が適切に継承できるよう、社会に還

流できる仕組みの構築を図るものとする。 

なお、非正規雇用の労働者は正規雇用の労働者と比べ、教育訓練の機会が少ないため職業能力の

形成が困難であり、かつ雇用が不安定で、相対的に低賃金であるなど、資産形成が困難であるた

め、非正規雇用の労働者に対しては、雇用の安定や処遇の改善に向けて、社会全体で取り組むこ

とが重要である。 
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第2 分野別の基本的施策 

上記の高齢社会対策の推進の基本的考え方を踏まえ、就業・年金等分野、健康・介護・医療等分

野、社会参加・学習等分野、生活環境等分野、高齢社会に対応した市場の活性化と調査研究推進、

全世代が参画する超高齢社会に対応した基盤構築の６つの分野別の基本的施策に関する中期に

わたる指針を次のとおり定め、これに沿って施策の展開を図るものとする。 

１ 就業・年金等分野に係る基本的施策 

少子高齢化が急速に進展し労働力人口が減少する中、経済社会の活力を維持するため、意欲と能

力のある高齢者がその知識と経験をいかして、65 歳以上であっても経済社会の重要な支え手、

担い手として活躍することができるような社会を目指す。 

・・・・・・・・・・・意見 

ここはなお旧態の就業意識を脱していない。現状の経済社会の活力を維持するための「ささえ

手」としてはもちろんですが、重要なのは「高齢社会」形成のために新たな「モノ・場・しくみ」



を創出する「つくり手」であること。長年かけてつちかった知識と経験（技術）をいかして、新

たな「モノや居場所」をつくり出すことができる社会を創出すること。 

・・・・・・・・・・・ 

現在の年金制度に基づく公的年金の支給開始年齢の引上げ等を踏まえ、希望者全員がその意欲と

能力に応じて65 歳まで働けるよう、定年の引上げや継続雇用制度の導入等による安定的な雇用

の確保を図ると同時に、年齢にかかわりなく働くことができる社会の実現に向けた雇用・就業環

境の整備を図る。 

・・・・・・・・・・・意見 

65歳まで働いて年金支給年齢につなぐ「定年延長」は、企業の福祉負担であって企業を強め

る収益増対策にはならないでしょう。定年の引き上げや雇用延長にあたっては、新たな高齢者コ

ミュニティで必要と想定されるわが社製品を企画し、製作し、販売することによる起業が同時に

はかられなければ成功しない。就業延長は「支える高齢者」による企業再リストラなのです。 

・・・・・・・・・・・ 

勤労者が、職業生活と家庭や地域での生活とを両立させつつ、職業生活の全期間を通じて能力を

有効に発揮することができるよう、職業能力の開発、労働時間の短縮、育児・介護休業制度の普

及などの施策を推進する。 

・・・・・・・・・・・意見 

上記の観点からすれば、能力の発揮のための「労働時間の短縮」は、ここでは多重の意味をもつ

ことになります。 

・・・・・・・・・・・ 

職業生活からの引退後の所得については、国民の社会的連帯を基盤とする公的年金を中心とし、

これに職域や個人の自助努力による企業年金、退職金、個人年金等の個人資産を適切に組み合わ

せて、その確保を図る。 

(1) 全員参加型社会の実現のための高齢者の雇用・就業対策の推進 

ア 年齢にかかわりなく働ける社会の実現に向けた取組 

年齢にかかわりなく働ける社会の実現に向けて、国民各層の意見を幅広 
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く聴きながら、当該社会の在り方やそのための条件整備について検討するなど、社会的な気運の

醸成を図る。併せて、労働者自身による中高年期からの高齢期を見据えた職業能力開発等、高齢

者の多様な就業ニーズに対応した雇用・就業機会の確保等の環境整備を進める。 

また、労働者の募集及び採用に関しての年齢制限の禁止について、民間の職業紹介事業者の協力

を得つつ、公共職業安定所が主体となって年齢にかかわりなく均等な機会を与えるよう引き続き

事業主に対する啓発・指導を行う。 

・・・・・・・・・・・意見 



すべての業種でとはいかないが、労働者の就業ニーズには就業の成果として収益性のある「高

齢社会」対応の企画・提案を必要とする。そのための期間と支援は事業主側の裁量に属する。労

働者側になすべき仕事が用意されていれば、年齢制限は意味をなさない。 

・・・・・・・・・・・ 

イ 多様な形態による雇用・就業機会の確保 

高齢期は、個々の労働者の健康・意欲・体力等に個人差があり、雇用就業形態や労働時間等につ

いてのニーズが多様化することから、多様な雇用・就業ニーズに応じた環境整備を行うことによ

り雇用・就業機会の確保を図る。 

特に、退職後に、臨時的・短期的又は軽易な就業等を希望する高齢者等に対して、地域の日常生

活に密着した仕事を提供するシルバー人材センター事業を推進する。 

その他、労働者が様々な変化に対応しつつキャリア形成を行い、高齢期に至るまで職業生活の充

実を図ることができるよう、必要な情報を提供するとともに、事業主による援助を促進する。 

ウ 高齢者等の再就職の援助・促進 

定年、解雇等により離職する高齢者等が可能な限り早期かつ円滑に再就職できるよう、事業主に

対し、再就職援助措置による在職中からの再就職の援助及び職業能力開発等について指導・援助

を行うとともに、離職予定者に対し、的確な職業相談及び職業紹介を行う。 

離職した高齢者等については、失業期間中の生活の安定を図るため雇用保険を支給しつつ、その

早期再就職が可能となるよう、効果的な職業相談 
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及び職業紹介を行うほか、職業能力開発、求人開拓、雇用情報提供等を実施する。 

エ 起業の支援 

自らの職業経験を活用すること等により、高齢者が事業を創出し、継続的な就業機会の確保がで

きるよう、起業の意欲を有する高齢者に対して、起業に伴う各種手続等の相談や資金調達等の支

援を行う。 

・・・・・・・・・・・意見 

３０００万人の高齢者が参画する「三世代多重型社会」（これまでのピラミッド型からつりが

ね型社会へ）が必要とする「モノ・場・しくみ」の創出にかかわる事業の多くは、高齢熟練社員

の起業・発案によります。同じ職場での継続した就業を必要としますが、その処遇（就業形態・

資金調達ほか）は多様な形態になることが想定されます。 

・・・・・・・・・・・ 

オ 知識、経験を活用した65 歳までの雇用の確保 

事業主に対して定年の引上げ、継続雇用制度等の雇用確保措置の導入等について指導を行うとと



もに、現在の年金制度に基づく公的年金の支給開始年齢の引上げ等を踏まえ、無年金・無収入者

が生じることのないよう雇用と年金を確実に接続させ、希望者全員がその意欲と能力に応じて

65 歳まで働けるよう、安定的な雇用の確保を図る。 

あわせて、職業能力の開発及び向上、賃金・人事処遇制度の見直し、その他諸条件の整備に係る

相談・援助などを実施するとともに、高齢者の雇用に関する各種助成金制度や給付制度等の有効

な活用を図る。 

加齢に伴う心身機能の変化を考慮して、労働災害防止対策、働きやすい快適な職場づくり及び健

康確保対策を推進する。 

(2) 勤労者の生涯を通じた能力の発揮 

ア 勤労者の職業生活の全期間を通じた能力の開発 

職業生涯の長期化や働き方の多様化等が進む中、勤労者が職業生活の全期間を通じてその能力を

発揮できるようにするために、勤労者の段階的・体系的な職業能力の開発・向上を促進し、ひい

ては人材の育成・確保や労働生産性の向上につなげる。 

このため、職業訓練の実施や能力本位の労働市場の形成を支援するのみならず、個々人にあった

職業生涯を通じたキャリア形成支援を推進する。 
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イ ゆとりある職業生活の実現等 

労働時間等に関する事項について、高齢者を含めたすべての労働者の健康と生活に配慮するとと

もに、多様な働き方に対応したものへ改善し、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）

の実現を図る。 

具体的には、年次有給休暇の取得促進、所定外労働時間の短縮に引き続き重点を置いて、労使の

自主的な取組を積極的に促進する。 

さらに、子の養育や家族の介護を行う労働者、自発的な職業能力開発を図る労働者、ボランティ

ア活動や地域活動等を行う労働者など、特に配慮が必要な労働者に対する特別な休暇の普及等に

ついて労使の取組を推進する。 

・・・・・・・・・・・意見 

「仕事と生活の調和」（ワーク・ライフ・バランス）は、労働者側（生活）から事業主（仕事）

への要求として表現されてきました。子どもの養育、親の介護、所定外労働時間の短縮・・。高

齢社会・高齢期の「仕事と生活の調和」は、長年かけてつちかった知識・技術を保持している高

齢者（社友・社員）から、それを利用して「高齢社会」に貢献しようとする仕事（ワーク）とし

て提案されます。高齢社会・高齢期の暮らし（ライフ）に対する提案を実現する仕事（ワーク）

による「仕事と生活の調和」は、「自己実現」にかかわって表現されることになります。 

・・・・・・・・・・・ 



ウ 職業生活と家庭生活との両立支援対策の推進 

育児休業、介護休業を取得しやすく職場復帰しやすい環境づくり、育児や介護をしながら働き続

けやすい環境の整備などを進め、仕事と育児・介護とを両立することができる雇用・就業環境の

整備を図る。 

・・・・・・・・・・・意見 

これまであまり議論されていませんが、高齢社会での家庭生活の形態は、親・子・孫の三世代

多重（同居・近居）型を標準として考慮されることになります。したがって仕事も同一業種（同

一製品）の三世代対応となり、ユニバーサルデザインとは逆に、三種の特徴を活かした業務（製

品）をコーディネートすることとなります。 

・・・・・・・・・・・ 

エ 多様な勤務形態の環境整備 

パートタイム労働や派遣労働など多様な働き方を選択できる環境を整備する。また、様々な働き

方を希望する高齢者の就業機会の創出等に資する、情報通信技術を活用した場所と時間にとらわ

れない柔軟な働き方であるテレワークの一層の普及拡大を図る。 

（3）公的年金制度の安定的運営 

ア 持続可能で安定的な公的年金制度の確立 

公的年金制度は、老後の生活を支える柱であり、長期にわたり、多くの国民の生活に影響を与え

るものである。制度安定化のため、「公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の強化等のため

の国民年金法等の一部を改正する法律」により、基礎年金国庫負担２分の１を恒久化した。 
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また、「社会保障・税一体改革大綱」（平成24 年2 月17 日閣議決定）では、「所得比例年金」

と「最低保障年金」の組み合わせからなる一つの公的年金制度にすべての人が加入する新しい年

金制度の創設について、国民的な合意に向けた議論や環境整備を進め、引き続き実現に取り組む

旨等が盛り込まれた。 

さらに、社会保障制度改革推進法では、「今後の公的年金制度については、財政の現況及び見通

し等を踏まえ、社会保障制度改革国民会議において検討し、結論を得る」とされたところであり、

政府としては、同法の規定に則し、高齢化が急速に進行する中で、年金制度が高齢期の生活の基

本部分を確実に支えるという機能を将来にわたって担っていくことができるよう、国民年金制度

の今後のあり方、公的年金制度における最低保障機能のあり方などの課題について、様々な意見

をもとに幅広く議論し、国民的な合意を得て必要な改革を行い、持続可能で安心できる制度の確

立を図る。 



イ 低年金・無年金問題への対応 

わが国の人口構成や産業構造が大きく変化する中で、国民年金の加入者に非正規労働者が増えた

結果、不安定な雇用者に対する将来の年金保障が十分なものになっていないという問題や、保険

料の負担増により未納・未加入問題が加速し、将来の無年金・低年金が増加する懸念があるとい

った問題が発生している。このような問題に対応し、「公的年金制度の財政基盤及び最低保障機

能の強化等のための国民年金法等の一部を改正する法律」の附則で法制上の措置を講ずることと

されている「低所得高齢者等への福祉的給付」など、低年金・無年金者問題に対応するための施

策に取り組む。 

ウ 働き方やライフコースの選択に中立的な年金制度の構築 

人口構成や雇用形態、家族形態や地域のありかたが大きく変化する中で、出産・子育てを含めた

多様な生き方や働き方に中立的な制度を目指し、短時間労働者に対する厚生年金の適用拡大や第

３号被保険者制度の見直しな 
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ど働き方やライフコースの選択に中立的な年金制度の構築に向け、検討を行う。 

エ 年金記録問題への対応・業務運営の効率化 

年金記録問題への対応を｢国家プロジェクト｣として位置づけ、平成25年度までにできる限りの

取組を進めているところであり、今後年金記録問題を発生させないため、再発防止策に取り組む。 

また、国民年金保険料の納付率の向上を図るため、未納者の属性に応じ、保険料免除の勧奨や強

制徴収の強化など、収納対策を一層徹底するとともに、年金制度を運用するための業務処理体制

やシステムを改善する。 

(4) 自助努力による高齢期の所得確保への支援 

ア 企業年金制度等の整備 

企業年金制度等は公的年金の上乗せの年金制度として、公的年金を補完し、国民の多様なニーズ

に応じた自助努力による老後の所得確保を支援するものとして重要な役割を担っている。資産運

用の手法が多様化・複雑化し、金融市場の変動幅も大きくなってきている状況を踏まえ、時代に

即した厚生年金基金等の資産運用と財政運営の在り方を検討するとともに、企業年金制度等の普

及促進を図る。 

イ 退職金制度の改善 

高齢化が進展する中、退職金制度が老後の所得保障として果たす役割は依然として大きいことに

かんがみ、退職金の保全を図る等の観点から、社外積立型の制度の導入等を促進する。さらに、



引き続き中小企業における退職金制度の普及促進を図る。 

ウ 高齢期に備える資産形成等の促進 

ゆとりある高齢期の生活に資するため、勤労者の在職中からの計画的な財産形成を引き続き促進

する。 

・・・・・・・・・・・意見 

70歳や年齢制限なしの就業を主張しながら、一方で退職金や年金の形態は旧態のままという

わけにはいかないでしょう。いま実際に退職後の見定めえない長い期間の定年後の余生を過ごし

てできれば個人資産を残してという年金・退職金計画を、在職中からという発想は、活力ある社

会の側から検討されなければならないでしょう。 

・・・・・・・・・・・ 
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また、判断能力が不十分な高齢者の安全な財産管理の支援に資する成年後見制度の周知を図る。 
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２ 健康・介護・医療等分野に係る基本的施策 

我が国において少子高齢化や疾病構造の変化が進む中で、生活習慣及び社会環境の改善を通じて、

全ての国民が共に支え合いながら希望や生き甲斐を持ち、高齢期に至っても、健やかで心豊かに

生活できる活力ある社会を実現し、長寿を全うできるよう、生涯にわたる健康づくりを総合的に

推進する。 

・・・・・・・・・・・意見 

個人的な対応として。長寿を全うできる健康づくりの基本は、つねに年齢相応の体（健康）と

志（知識）と行（技能）とを三位一体として心がけること。体志行を意識したバランスのいい生

活は、高齢期に多病と痴呆と不能とにつきまとわれることのないように。パソコンの前に坐りつ

づけている同士のみなさんに、３時間単位の八方時刻（更、明け方、朝方、午前、午後、夕方、

晩方、夜）ごとに少時の休憩をとることをおすすめします。 

・・・・・・・・・・・ 

高齢者介護については、介護を国民皆で支え合う仕組みとして創設された介護保険制度の着実な

実施を図る。また、高齢者が可能な限り住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生

活を営むことができるようにするため、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが一体的

に提供される「地域包括ケアシステム」の確立を目指す。加えて今後急速に増加することが予想

される認知症を有する人が地域において自立した生活を継続できるよう支援体制の整備を更に

推進する。 

また、今後も高齢化の進展等で医療費の増加が見込まれる中、引き続き安心して良質な医療を受

けることができるよう、人口構造の変化に対応できる持続可能な医療保険制度を構築する。 

・・・・・・・・・・・意見 

わが国の高齢者の幸せであることは、これまで食、衛生、医療、介護、予防、住まいといった



個人的・家庭的な場で手厚い「社会保障」に守られてきたこと。それを一体化し地域化したケア

システムとして「新しい公共」「ライフ・イノベーション」として推進することで、公的な支援

サービスがいっそう拡大する。この基本的施策への「支える高齢者」層の積極支援が、成果を手

厚くすることになるのは確かです。 

・・・・・・・・・・・ 

(1) 健康づくりの総合的推進 

ア 生涯にわたる健康づくりの推進 

「健康日本21（第2 次）」を踏まえ、栄養・食生活、身体活動・運動、休養、喫煙、飲酒等の

生活習慣の改善に若年期から取り組むことにより、健康を増進し、疾病を予防する「一次予防」

に重点を置いた対策を推進するとともに、合併症の発症や症状の進展等の「重症化予防」に重点

を置いた対策を推進する。 

また、個人による選択を基本とした、国民の主体的な健康づくりを支援するため、十分かつ的確

な情報を提供する。また、性別、年齢等の差異を 
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踏まえ、科学的根拠に基づいた目標を設定し、目標を達成するための活動の成果を適切に評価し

て、その後の健康づくりに反映させる。 

さらに、多様化、高度化する住民ニーズに対応するため、地域に根ざした住民の生活に密着した

社会関係資本（ソーシャルキャピタル）等の地域資源の活用が維持されるよう、その核となる人

材の育成に努めるとともに、健康づくりに関連する関係機関、民間団体等が相互に連携して健康

増進の取組を推進する体制を整備する。さらには、企業における健康の保持増進に係る措置など

勤労者の健康管理等の実施を促進することはもとより、学校保健との連携などライフステージを

通じた取組を推進する。 

あわせて、生活習慣病の予防対策として、医療保険者による特定健康診査・特定保健指導の実施

率の向上など、各般の健診に関する取組を進めていく。 

また、子どもから成人、高齢者に至るまで、ライフステージに応じた間断ない食育を推進し、「生

涯食育社会」の構築を目指す。そのため、国は、一人ひとりの国民が自ら食育に関する取組が実

践できるように、情報提供する等適切な施策を推進する。 

その際には、家庭の態様の多様化、社会的あるいは経済的環境要因、高齢化等により、健全な食

生活を実現することが困難な立場にある者にも十分配慮し、NPO などの新しい公共との連携や、

協働等を含めた支援施策も講じつつ、食育を推進する。 

イ 健康づくりの施設の整備等 

生涯にわたる健康づくりに資するため、地域における健康づくりに関連した施設の整備等を推進

するとともに、自然とのふれあいの中で健康づくりができるよう、必要な施設等の整備等を推進



する。あわせて、健康づくりに関する活動に自発的に取り組む企業、民間団体等との連携や健康

づくりの支援の役割を担う人材の確保及び育成等を図る。 

・・・・・・・・・・・意見 

地域の四季の特徴や特産物を活かした国民宿舎や民宿の整備、企業の保養施設の開放、地域の

居場所同士の交流など、企業・民間団体の地域交流にかかわる人の連携は急務といえます。 

・・・・・・・・・・・ 
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ウ 介護予防の推進 

高齢者の自立支援と生活の質の向上のために、疾病予防、介護予防やリハビリテーションにさら

に取り組むとともに、高齢者の地域活動への参加を促し、地域活動の担い手としての役割を果た

すことができる地域社会の構築により介護予防の取組を推進する。 

（2）介護保険制度の着実な実施 

介護を国民皆で支え合うことにより要介護高齢者等の自立を支援する制度として創設された介

護保険制度の着実な実施を図る。また、その実施状況を踏まえ、運用面において必要な改善を行

うこと等により、制度の定着を図る。 

また、介護保険の関連施策として、高齢者の生活支援等の施策の充実を図る。 

（3）介護サービスの充実 

ア 必要な介護サービスの確保 

地方公共団体における介護保険事業計画等の状況を踏まえ、要介護高齢者の需要に応じた良質な

介護サービス基盤の計画的な整備を進めるとともに、地域住民が可能な限り、住み慣れた地域で

介護サービスを継続的・一体的に受けることのできる体制（地域包括ケアシステム）の実現を目

指す。 

このため、訪問介護員、介護福祉士等の人材の養成確保を図るほか、24時間対応の定期巡回・

随時対応サービス等の在宅サービスの充実や、認知症対応型共同生活介護事業所、特別養護老人

ホーム、老人保健施設などの介護基盤やサービス付きの高齢者向け住宅等の高齢者の住まいの整

備な 
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どを進める。 

また、福祉用具・住宅改修の適切な普及・活用の促進を図る。あわせて、介護労働者の雇用管理

の改善、公共職業安定所及び民間による労働力需給調整機能の向上などを図る。 

イ 介護サービスの質の向上 



高齢者介護サービスを担う介護支援専門員、訪問介護員、介護福祉士等の資質の向上を図るとと

もに、利用者が介護サービスを適切に選択し、良質なサービスを利用できるよう、情報通信等を

活用した事業者の情報公開等を進める。 

また、高齢者の尊厳の保持を図る観点から、特別養護老人ホームの個室ユニット化を進めるとと

もに、介護従事者等による高齢者虐待の防止に向けた取組を推進する。 

ウ 認知症高齢者支援施策の推進 

今後急増が見込まれる認知症高齢者に対する支援を図るため、標準的な認知症ケアパスの作成・

普及、早期診断・早期対応を行う体制の整備、地域での生活を支える医療・介護サービスの構築

を進めるとともに、地域での日常生活・家族の支援の強化を行う。また、医療・介護サービスを

担う人材の育成を行う。こうした施策の推進により、認知症高齢者ができる限り住み慣れた地域

のよい環境で生活できるような体制づくりを推進する。 

・・・・・・・・・・・意見 

予兆からはじまり重篤にいたる症状の経緯を見定めながらの高齢期。心臓停止のＰＰＫ（ピン

ピンコロリ）から、がんの転移による長期の闘病。さまざまありえますが、自分がどれと出会う

かはだれにもわかりません。体の機能（心臓など）、知の機能（脳、認知症）、技の機能（肢体

不全）のいずれであっても本人の暮らしへの影響、他者への負担の増加からは逃がれられません。

住み慣れた地域での生活が最後まで確保されることは望ましく、大綱がさまざまな分野で住み慣

れた地域での生活を指摘し要請していることは注目していいでしょう。 

・・・・・・・・・・・ 

(4) 高齢者医療制度の改革 

ア 高齢者医療制度の見直し 

平成20 年度から75 歳以上の高齢者等を対象とする後期高齢者医療制度が施行されたが、より

よい制度を目指す観点から、平成22 年12 月、厚生労働大臣主宰の高齢者医療制度改革会議で

制度の見直しについてとりまとめが行われ、「社会保障・税一体改革大綱」（平成24 年２月17 

日閣議決 

ｐ17 

定）では、このとりまとめ等を踏まえ、関係者の理解を得た上で、後期高齢者医療制度廃止に向

けた見直しを行う旨等が盛り込まれた。 

社会保障制度改革推進法では、「今後の高齢者医療制度については、状況等を踏まえ、必要に応

じて、社会保障制度改革国民会議において検討し、結論を得る」とされたところであり、政府と

しては、同法の規定に則し、高齢者医療制度の見直しを国民健康保険の広域化とともに進めてい

く。 



イ 地域における包括的かつ持続的な在宅医療・介護の提供 

住み慣れた生活の場において、可能な限り安心して自分らしい生活を送ることができるよう、在

宅医療を担う医療機関等の役割の充実・強化を図り、多職種協働による包括的かつ継続的な在宅

医療・介護の提供を推進する。 

(5) 住民等を中心とした地域の支え合いの仕組み作りの促進 

ア 地域の支え合いによる生活支援の推進 

一人暮らしの高齢者等が住み慣れた地域において、社会から孤立することなく継続して安心した

生活を営むことができるような体制整備を推進するため、民生委員、ボランティア、民間事業者

等と行政との連携により、支援が必要な高齢者等の地域生活を支えるための地域づくりを進める

各種施策を推進していく。 

イ 地域福祉計画の策定の支援 

地域住民が主体となって、住民相互の支え合いの仕組み作りを促進できるよう、福祉サービスの

適切な利用の推進や福祉事業の健全な発達、地域福祉活動への住民参加の促進、要援護者に係る

情報の把握・共有・安否確認等の方法等を盛り込んだ地方公共団体による地域福祉計画の策定を

推進していく。このため、先進的で優れた事例を収集して地方公共団体に情報提供を強化すると

ともに、当該計画を未策定の市町村に対しては、都道府県と連携しながら策定をより一層促して

いく。 
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３ 社会参加・学習等分野に係る基本的施策 

高齢社会においては、価値観が多様化する中で、社会参加活動や学習活動を通じての心の豊かさ

や生きがいの充足の機会が求められるとともに、社会の変化に対応して絶えず新たな知識や技術

を習得する機会が必要とされる。 

このため、高齢者を含めた全ての人々が、生涯にわたって学習活動を行うことができるよう、学

校や社会における多様な学習機会の提供を図るとともに、その成果の適切な評価の促進を図る。 

また、高齢者が年齢や性別にとらわれることなく、他の世代とともに社会の重要な一員として、

生きがいを持って活躍したり、学習成果を活かしたりできるよう、ボランティア活動を始めとす

る高齢者の社会参加活動を促進するとともに、高齢者が自由時間を有効に活用し、充実して過ご

せる条件の整備を図る。 

・・・・・・・・・・・意見 

前回の大綱は「学習・社会参加」でした。それを「社会参加・学習等分野」としたとこ

ろに、地域変革への高齢人材への期待が示されています。自治体による「生涯学習」が個



人の生きがい学習のニュアンスが強く固定化しているに対して、新しい知識や技術を習得

してまちづくりや社会参加に活かす生涯学習が要請されていることに１０年の変化をみる

ことができます。とくに６０歳以上を資格者とし、まちづくりの高齢者を養成する「地域

高齢者大学校」などは、高年期に必要な知識や技術を得るとともに生涯にわたる活動の同

好の士を得ることで、個人には生きがいを与え自治体には積極的参加者が見込めることか

ら、さまざまな試みがなされています。 

・・・・・・・・・・・ 

さらに、ボランティア組織やNPO 等における社会参加の機会は、自己実現への欲求及び地域社

会への参加意欲を充足させるとともに、福祉に厚みを加えるなど地域社会に貢献し、世代間、世

代内の人々の交流を深めて世代間交流や相互扶助の意識を醸成するものである。このため、高齢

者を含めた市民やNPO等が主体となって公的サービスを提供する「新しい公共」を推進する。 

(1) 社会参加活動の促進 

ア 高齢者の社会参加活動の促進 

活力ある地域社会の形成を図るとともに、高齢者が年齢や性別にとらわれることなく、他の世代

とともに社会の重要な一員として、生きがいを持って活躍したり、学習成果を活かしたりできる

よう、高齢者の社会参加活動を促進する。 

このため、情報通信技術等も活用して、高齢者の情報取得の支援を行うとともに、学校教育支援・

子育て支援などの高齢者が活躍できる場の充実 
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等を通じて、高齢者と若い世代との交流の機会を確保し、ボランティア活動を始めとする高齢者

の自主的な社会参加活動を支援する。そのほか、高齢者の社会参加活動に関する広報・啓発、情

報提供・相談体制の整備、指導者養成などを図る。 

・・・・・・・・・・・意見 

高齢者と若い世代との交流はさまざまに試みられているのですが、青少年・中年・高年の三世

代による「三世代会議」といった形態の交流がさまざまな分野で展開されることが期待されます。

それはそれぞれの暮らしの「モノと場」の形成を多重的におこなうとともに交流の利用にもかか

わるからです。 

・・・・・・・・・・・ 

また、高齢者等の能力を広く海外において活用するため、高齢者、退職者等の専門的知識・技術

を海外技術協力等に活用した事業を推進する。さらに、高齢者の利用に配慮した余暇関連施設の

整備、既存施設の有効活用、利用情報の提供、字幕放送等の充実などにより、高齢者がレクリエ

ーション、観光、趣味、文化活動等で充実した時間を過ごせる条件を整備する。 

イ 「新しい公共」の担い手の活動環境の整備 



高齢者は経済的な側面だけではなく、生きがいや社会参加を重視していることも多いため、雇用

にこだわらない社会参加の機会の確保を推進していく。このため、高齢者を含めた国民が積極的

に「公」に参画する社会を再構築する「新しい公共」を推進する。「新しい公共」の担い手は、

特定非営利活動法人、ボランティア団体等のほか、自治会など地域に根付く昔ながらの組織も含

め、公共的な財・サービスを提供し、地域の人々に社会参加の機会を創出する様々な主体である。

こうした担い手の活動環境を整備するため、寄附税制や改正特定非営利活動促進法の円滑な施

行・周知等を促す。また、震災復興にも重要な役割を果たす「新しい公共」の担い手による自立

的活動の広がりを後押しする。 

・・・・・・・・・・・意見 

「新しい公共」は、民主党政権になって以来の用語ですが、内容には幅があって多様に使われて

います。ここでは高齢者を含めた国民が積極的に「公」に参画する社会を「再構築」することを

指しています。「高齢社会」の形成には、地域のこれまでのありように加えた新たな態様の「場

としくみ」の形成が想定されるのですが、この大綱の制作者に共有されていないために不明確な

記述になっています。 

・・・・・・・・・・・ 

（2）学習活動の促進 

ア 学習機会の体系的な提供と基盤の整備 

生涯学習社会の形成を目指し、多様な学習機会を体系的に提供するため、社会教育施設、高等教

育機関等の関係機関及び民間団体等との連携を図り 
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つつ、生涯学習を総合的に推進する体制を整備することとし、地域における連携を図るための会

議の開催、総合的推進に必要な基本計画等の策定などを推進する。 

また、多様な学習機会の提供に係る基盤の整備として、生涯学習に関する普及・啓発、情報提供・

相談体制の充実、指導者の確保及び資質の向上を図るとともに、学習成果の適切な評価の促進を

図る。 

・・・・・・・・・・・意見 

生涯学習あるいは高齢期学習の領域において、「新世紀１０年の失政」は地域行政の欠落とし

て典型的にみられます。この期間の国家的な政策課題は「平成の市町村合併」でした。財政事情

の逼迫、地方分権、生活圏の広域化とともに「少子高齢化」が課題のひとつにあげられていまし

たが、合併協議会で「高齢化」対策の新たな試みについては論じられませんでした。「高齢化」

の対象は「支えられる高齢者」であり、「支える高齢者」への視点がなかったからです。明治の

大合併では「村立尋常小学校」が、昭和の大合併では「町立新制中学校」が新自治体の人材養成

の施設として設立されました。が、平成の大合併では「市立高齢者大学校」は議論されませんで

した。「人生６５年」から「人生９０年」へと２５年を得た高齢者のための知識と技術を提供し、



地域づくりの人材を養成する施設の形成は国の課題とならず、「高齢化」対応の施設の不在をも

たらすことになったのです。「地域高齢者大学校」については本誌別項をご覧ください。 

・・・・・・・・・・・ 

イ 学校における多様な学習機会の提供 

初等中等教育機関においては、地域等との連携を図りつつ、ボランティア活動など社会奉仕体験

活動等による高齢者との交流等を通じて、介護・福祉などの高齢社会に関する課題や高齢者に対

する理解を深める。あわせて、学校教育全体を通じて、生涯にわたって自ら学び、社会に参画す

るための基盤となる能力や態度を養う。 

また、大学等の高等教育機関においては、高齢者を含めた社会人に対する多様な学び直しの機会

の提供を図るため、社会人入試の実施、通信制大学・大学院の設置、公開講座、科目等履修生制

度や履修証明制度の活用などに取り組むとともに、専修学校の実践的な職業訓練における単位

制・通信制の制度を活用した取組の支援、放送大学の学習環境の整備・充実を図る。 

さらに、地域住民を対象とする開放講座の開催、余裕教室を活用した社会教育の実施など学校の

教育機能や施設の開放を促進する。 

ウ 社会における多様な学習機会の提供 

多様化・高度化する国民の学習ニーズに対応するため、民間事業者の健全な発展の促進を図ると

ともに、先進的な学習プログラムの開発の促進や公民館等の社会教育施設における多様な学習機

会の提供、公民館等を中心とした地域におけるネットワーク形成の推進等により社会教育の充実

を図る。そのほか、美術館等における文化活動の推進、スポーツの振興、自 
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然とのふれあいなどにより、情報通信技術も活用しつつ、生涯にわたる多様な学習機会の提供を

図る。 

エ 勤労者の学習活動の支援 

生涯学習社会を形成するためには、勤労者が学習活動に参加しやすい条件を整備することが必要

であり、有給教育訓練休暇制度の普及促進などを図るとともに、教育訓練給付制度の活用などに

より自発的に職業能力の開発・向上に取り組む勤労者個人を直接支援する施策を推進する。 
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４ 生活環境等分野に係る基本的施策 

住宅は生活の基盤となるものであり、生涯を通じて豊かで安定した住生活の確保を図っていく必

要がある。このため、将来にわたり活用される良質な住宅の供給を促進し、併せて、それらが適

切に評価、循環利用される環境を整備することを通じ、高齢者が保有する住宅の資産価値を高め、

高齢期の経済的自立に資するとともに、その資産の次世代への適切な継承を図る。さらに、高齢



者の居住の安定確保に向け、重層的かつ柔軟な住宅セーフティネットの構築を目指す。 

高齢者等全ての人が安全・安心に生活し、社会参加できるよう、自宅から交通機関、まちなかま

でハード・ソフト両面にわたり連続したバリアフリー環境の整備を推進するとともに、子育て世

代が住みやすく、高齢者が自立して健康、安全、快適に生活できるような、医療や介護、職場、

住宅が近接した集約型のまちづくりを推進するものとし、高齢者向け住宅の供給促進や、地域の

公共交通システムの整備等に取り組む。 

また、関係機関の効果的な連携の下に、地域住民の協力を得て、交通事故、犯罪、災害等から高

齢者を守り、特に一人暮らしや障害を持つ高齢者が安全にかつ安心して生活できる環境の形成を

図る。 

さらに、快適な都市環境の形成のために水と緑の創出等を図るとともに、活力ある農山漁村の再

生のため、高齢化の状況や社会的･経済的特性に配慮しつつ、生活環境の整備等を推進する。 

(1) 豊かで安定した住生活の確保 

ア 次世代へ継承可能な良質な住宅の供給促進 

高齢者等すべての人にとって安全・安心で豊かな住生活を支える生活環境の構築に向け、住宅の

安全性、耐久性、快適性、エネルギーの使用の効 
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率性その他の住宅の品質又は性能の維持及び向上により、良質な住宅ストックの形成を図る。ま

た、若年期からの持家の計画的な取得への支援等を引き続き推進する。 

イ 循環型の住宅市場の実現 

良質な既存住宅の資産価値が適正に評価され、その流通が円滑に行われるとともに、国民の居住

ニーズと住宅ストックのミスマッチが解消される循環型の住宅市場の実現を目指し、建物検査・

保証、住宅履歴情報の普及促進等を行うことで、中古住宅流通・リフォーム市場の環境整備を進

める。 

また、高齢者が有する比較的広い住宅を、子育て世帯等向けの賃貸住宅として活用するための住

み替えを支援する。 

ウ 高齢者の居住の安定確保 

高齢者が、地域において安全・安心で快適な住生活を営むことができるよう、サービス付きの高

齢者向け住宅の供給等により、住宅のバリアフリー化や見守り支援等のハード・ソフト両面の取

組を促進する。また、民間事業者等との協働により、公的賃貸住宅団地等の改修・建替えに併せ

た福祉施設等の設置を促進する。 

さらに、高齢者が、その特性に応じて適切な住宅を確保できるよう、公的賃貸住宅の供給を促進

するとともに、民間賃貸住宅への円滑な入居を促進するため、地方公共団体、宅地建物取引業者、



賃貸住宅管理業者、居住支援を行う団体等から構成される居住支援協議会に対する支援を行い、

民間賃貸住宅に関する情報の提供や必要な相談体制の整備等を図る。 

・・・・・・・・・・・意見 

「住宅」は、わが家三代（二代ではありません）の暮らしの知恵を伝承するたいせつな場

であり、人生の成果を確認する場でもあります。子育てのあとの高齢期の孫育てにも配慮

して、プライバシーを確保しつつ三世代同居・近居が可能な住宅が「日本標準住宅」とし

て指向されていい時期を迎えているのです。「高齢社会」時代の本流である視点を無視し

た財産としての住宅価値が述べられることには、将来を展望する大綱の視点として違和感

があります。 

・・・・・・・・・・・ 

（2）ユニバーサルデザインに配慮したまちづくりの総合的推進 

ア 高齢者に配慮したまちづくりの総合的推進 

高齢者等すべての人が安全・安心に生活し、社会参加できるよう、自宅から交通機関、まちなか

までハード・ソフト両面にわたり連続したバリア 
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フリー環境の整備を推進するとともに、地方都市や大都市周辺部において、地域における包括的

なケア、子育て支援、買い物、教育等の日常的な生活サービスが距離的・時間的に近接したエリ

アを形成（「医職住」の近接化）するとともに、都市機能の相互補完を促進することにより、サ

ービスの水準の維持・向上を図り、持続可能な地域社会を再構築する。 

また、超小型モビリティ等、先端技術等を活用し、高齢者や子育て世代等の住生活や移動を支援

する機器等の開発導入を促進するとともに、新しい交通システムの普及に向けた取組を図る。 

・・・・・・・・・・・意見 

こんな例では最良とはいえませんが。100ｍ競争をします。ヨーイドンでみんな精いっぱ

い走ってゴール。１着から＊着の差がでます。そのとき１着の人に注目、平均着順の人に

注目、そして最後尾の人に注目という視点の違いがありえます。社会資本はまずは１着の

人のためへの投下からはじまります。ユニバーサルデザインあるいはバリアフリーによっ

て、さらに多くの人にかかわる視点によって現状が修正されます。といって１着の人の営

為を阻害することではないでしょう。高齢者用の設備・施設の多くは最後尾の人への視点

で新たに多重的に設けられるべきものなのです。 

・・・・・・・・・・・ 

イ 公共交通機関のバリアフリー化、歩行空間の形成、道路交通環境の整備 

駅等の旅客施設における段差解消等高齢者を含むすべての人の利用に配慮した施設･車両の整備

の促進などにより公共交通機関のバリアフリー化を図る。 



また、駅、官公庁施設、病院等を結ぶ道路等において、幅の広い歩道等の整備や歩道の段差・傾

斜・勾配の改善、無電柱化等により歩行空間のユニバーサルデザインを推進する。 

さらに、高齢者が安全にかつ安心して外出できる交通社会の形成を図る 

観点から、限られた道路空間を有効活用する再配分の推進等により安全で安心な歩行空間が確保

された人優先の道路交通環境整備の強化を図るとともに、高齢者が道路を安全に横断でき、また、

安心して自動車を運転し外出できるよう、バリアフリー対応型の信号機の整備、道路標識の高輝

度化・大型化の推進等の道路交通環境の整備を進める。 

ウ 建築物・公共施設等の改善 

病院、劇場等の公共性の高い建築物のバリアフリー化の推進を図るとともに、窓口業務を持つ官

庁施設等を高齢者はもとより、すべての人の利用に配慮した仕様とすることを推進する。 

・・・・・・・・・・・意見 

現状修正でのユニバーサルデザイン、バリアフリーについては上に記しましたが、新設される

建築物や移動などの施設は最初からすべての人の利用に配慮した仕様とすべきでしょう。家庭

内はもちろん、地域でも、企業内でも、青少年・女性・中年・高齢者が加わって合議した

形態があってはじめて、社会の成員を考慮しコーディネイトした生活環境が形成されます。

若者によし、女性によし、高齢者によし、そのうえみんなにもよいという世代同等多重型

の「モノ・居場所・しくみ」の創出が推進されることになります。 

・・・・・・・・・・・ 
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(3) 交通安全の確保と犯罪、災害等からの保護 

ア 交通安全の確保 

高齢者の交通事故の防止を図るため、高齢者に配慮した交通安全施設等の整備や参加・体験・実

践型の交通安全教育の推進、高齢ドライバーを対象とした、講習予備検査及び高齢者講習の実施、

運転免許証を返納した者の支援のための取組の促進、高齢者交通安全教育指導員（シルバーリー

ダー）の養成、各種の普及啓発活動の推進等により、高齢者への交通安全意識の普及徹底、高齢

者の交通事故の防止を図る。 

また、歩行中及び自転車乗用中の交通事故死者に占める高齢者の割合が高いことを踏まえ、高齢

者、歩行者、自転車事故の削減に向けて、歩行者、自転車事故が多発する交差点等での対策の重

点化や、歩行者、自転車、自動車が適切に分離された空間の整備を図るとともに、高齢化に対応

した車両等への対応を図る。 

イ 犯罪、人権侵害、悪質商法等からの保護 

振り込め詐欺を始めとする特殊詐欺等の高齢者が被害に遭いやすい犯罪、認知症等によるはいか



いに伴う危険、人権侵害、悪質商法等から高齢者を保護するため、各種施策を推進する。 

特に、要介護等の高齢者に対する家庭や施設における虐待等の人権侵害については、高齢者の人

権に関する啓発、人権相談及び人権侵犯事件の調査・処理を通じ、その予防及び被害の救済に努

める。 

ウ 防災施策の推進 

災害については、高齢者など災害時要援護者が大きな被害を受けやすいことを踏まえ、その避難

支援対策については、災害時要援護者名簿等の策定状況を把握しつつ、その取組を促進する等、

防災施策の推進を図る。 
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(4) 快適で活力に満ちた生活環境の形成 

ア 快適な都市環境の形成 

誰もが身近に自然にふれあえる快適な都市環境の形成を図るため、都市公園等の計画的な整備を

行うとともに、高齢者の憩いと交流の場ともなる親しみやすい水辺空間の整備等を行う。 

また、福祉・医療施設の市街地における適正な立地の計画的誘導、公園等との一体的整備を進め

るとともに、施設周辺の基盤の整備を図るなど、福祉施策と連携したまちづくりを推進する。 

イ 活力ある農山漁村の再生 

活力ある農山漁村の再生を図るため、意欲ある多様な農林漁業者の育成・確保を推進することは

もとより、高齢者が農林水産業等の生産活動、地域社会活動等で能力を十分に発揮できる条件を

整備するとともに、高齢者が安心して快適に暮らせるよう、地域特性を踏まえた生活環境の整備

を推進する。さらに、活力ある開かれた地域社会を形成する観点から、都市と農山漁村との間の

共生と交流を促進する。 

・・・・・・・・・・・意見 

１０年前には「再生」とは記されず、「活力ある農山村の形成」となっていました。環境の一歩

後退が示唆されています。 

・・・・・・・・・・・ 
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５ 高齢社会に対応した市場の活性化と調査研究推進のための基本的施策 

高齢者が健康で活躍しやすい環境づくりのために、高齢者に優しく、ニーズに合致した機器やサ

ービスの開発を支援することで、高齢者向け市場を活性化させ、高齢者の消費を高めるとともに、

高齢化に対応した産業の強化等を通じて高齢者が生活の質を保ち、安心で快適で豊かな暮らしを

送ることができるような環境を形成する。 



また、科学技術の研究開発とその活用は、高齢化に伴う課題の解決に大きく寄与するものである

ことから、高齢者に特有の疾病及び健康増進に関する調査研究、高齢者の利用に配慮した福祉用

具、生活用品、情報通信機器等の研究開発など各種の調査研究等を推進するとともに、そのため

に必要な基盤の整備を図る。 

・・・・・・・・・・・意見 

「支える高齢者」の存在をまってはじめて高齢者による「シニア市場」が想定され、把握され、

実態が明確になります。その範囲は高齢者に優しく、ニーズに合致した機器、サービスといった

もの柔らかなアプローチを必要としないでいいでしょう。高齢者が参画して、みずからを鼓舞す

るような厳とした製品だってあっていいのです。高齢者対応の製品・サービスをあつめて出展す

る展示会が各地で開催されることになるでしょう。 

・・・・・・・・・・・ 

(1) 高齢者向け市場の開拓と活性化 

ア 医療・介護・健康関連産業の強化 

高齢社会において高い成長と雇用創出が見込める医療・介護・健康関連産業を日本の成長牽引産

業として明確に位置付けるとともに、民間事業者等の新たなサービス主体の参入も促進し、安全

の確保や質の向上を図りながら、利用者本位の多様なサービスが提供できる体制を構築する。医

療・介護機関と民間サービス事業者等の連携によるサービス提供を通じ、サービスの有効性や安

全性、持続可能性等を担保する仕組みの構築を行う。 

さらに、こうしたサービスが自立的に創出・提供がなされるよう、多様な機能を有する異業種の

連携等により、新たに医療・介護周辺のサービスを立ち上げる医療機関、事業者等を支援する。 

ｐ28 

イ 不安の解消、生涯を楽しむための医療・介護サービスの基盤強化 

高齢者が将来の不安を払拭し、不安のための貯蓄から、生涯を楽しむための支出を行えるように

医療・介護サービスの基盤を強化する。 

そのため、医師養成数の増加、勤務環境や処遇の改善による勤務医や医療・介護従事者の確保と

ともに、医療・介護従事者間の役割分担を見直す。 

また、医療機関の機能分化と高度・専門的医療の集約化、在宅サービスの充実や介護基盤の整備

などを進め、質の高い医療・介護サービスを安定的に提供できる体制を整備する。 

ウ 地域における高齢者の安心な暮らしの実現 

住み慣れた地域で生涯を過ごしたいと考える高齢者は多く、地域主導による地域医療の再生を図

る。このため、医療・介護の連携と、情報通信技術の活用による在宅での生活支援ツールの整備

などを進め、そこに暮らす高齢者が自らの希望するサービスを受けることができる社会を構築す



る。 

高齢者が安心して健康な生活が送れるようにすることで、生涯学習や、教養・知識を吸収するた

めの旅行など、新たなシニアサービスの需要を創造するとともに、高齢者の起業や雇用につなげ、

高齢者が有する技術・知識等を次世代へ継承する好循環を可能とする環境を整備する。 

(2) 超高齢社会に対応するための調査研究等の推進と基盤整備 

ア 医療イノベーションの推進 

日本発の新たな医薬品・医療機器等の創出により、健康長寿社会を実現するとともに、国際競争

力強化による経済成長に貢献することを目指す「医療イノベーション」について、「医療イノベ

ーション5 か年戦略」（平成24 年6 月6 日医療イノベーション会議）に基づき、具体的な取組

を進める。 
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イ 高齢者に特有の疾病及び健康増進に関する調査研究等 

認知症、がん等高齢期にかかりやすい疾患について、その病態や発症機序解明等の研究とともに、

ゲノム科学など先端科学技術の活用等による、新たな医療技術・新薬の研究開発やその成果の臨

床応用のための研究、これらによる効果的な保健医療技術を確立するための研究等を推進する。 

また、老化に関する基礎研究とその成果の臨床応用のための研究や効果的・効率的な介護等に関

する研究、社会生活を営むための必要な機能の維持を重視する観点から、生活習慣病の重症化予

防に関する調査研究等健康づくりに関する研究などを推進する。 

ウ 高齢者の自立・支援等のための医療・リハビリ・介護関連機器等に関する研

究開発 

高齢者の自立及び社会参加を支援するとともに、介護負担を軽減する観点から、高齢者の特性等

を踏まえつつ、ものづくり技術を活用した医療・介護ロボット、身体機能の補完・回復等につな

がる福祉用具等の医療・リハビリ・介護関連機器等の研究開発・実用化を推進する。 

エ 情報通信の活用等に関する研究開発 

高齢者の生活の質の向上や介護者の負担軽減を図るため、情報通信技術を活用した高齢者の身体

機能を代償する技術及び自立支援や生活支援を行う技術等について、ハード及びソフトの両面か

ら研究開発を推進する。また、高齢者等の安全快適な移動に資するITS（高度道路交通システム）

の研究開発及びサービス展開を実施する。 

オ 高齢社会対策の総合的な推進のための政策研究 



大綱の基本的考え方や高齢社会対策基本法に規定された分野別施策について国民の意識を把握

するための調査や、政策課題を把握し、政策立案に寄与するための調査を行う。 
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６ 全世代が参画する超高齢社会に対応した基盤構築のための基本的施策 

今後の超高齢社会に対応するために、高齢者のために対応が限定された社会ではなく、高齢社会

に暮らす子どもから高齢者まで、全ての世代の人々が安心して幸せに暮らせる豊かな社会を構築

する。そのために、高齢者のみならず、世代間の交流を通じた若者や子育て世代とのつながりを

醸成するとともに、若年者や女性の能力を積極的に活用するなど、全ての世代が積極的に参画す

る社会を構築するための施策を推進する。 

・・・・・・・・・・・意見 

上記の整理者は、なお「人生６５年時代」の旧態依然とした二世代＋α型の社会形態から全世

代型へのゴムひも型「高齢社会」への拡大を説いています。「人生９０年時代」の「高齢社会」

は、史上に新たな三世代多重型＝つりがね型の形態をしているのです。「長寿社会」は、10歳

の少年や25歳の青年にとっても、40歳の中年にとっても、もちろん65歳になった高齢者にとっ

ても、それぞれ自らの人生にかかわる課題としてあります。生活空間もそれぞれに固有の限定し

たものでいいのです。世代それぞれが固有の生活空間をもって暮らすことになります。既存の居

場所の少ない高齢者は、高齢者の暮らしのための生活環境を新たに構築することになります。そ

の上で「みずからはその木蔭に憩うことのない木を植える」（Ｗ・リップマン）という次世代と

のかかわりをもつ活動を重ねることになります。この「多重性」の意識と実際の生活空間の形成

は、「団塊の世代」の高齢者移動がすんだ５年後には明解になっていると想定されます。 

・・・・・・・・・・・ 

(1) 全員参加型社会の推進 

ア 若年者雇用対策の推進 

若年者雇用については、若者の失業率が上昇し、新卒者の就職率が低下するなど、厳しい状況が

続いている。このため、「若者雇用戦略」（平成24年6 月12 日 雇用戦略対話合意）を踏まえ、

学校等との連携による大学生等に対する就職支援機能の強化、若者の採用・育成に積極的な中小

企業等を軸としたマッチング支援、就職氷河期世代も含めたフリーター等に対する正規雇用化支

援の強化等、我が国の将来を担う若者が安心・納得して働き、その意欲や能力を十分に発揮でき

るよう、若年者に対する就職支援を強力に推進する。 

イ 雇用・就業における女性の能力発揮の推進 

雇用・就業において女性が能力を十分に伸長・発揮できるよう、男女の均等な機会及び待遇の一

層の確保を図るほか、企業における女性の活躍促進状況の「見える化」の促進、メンター（女性



社員の相談・サポートをする社員）、ロールモデル（キャリア形成での目標となる社員）の育成・

支援等を進め、格差解消に向けたポジティブ・アクションを促進するとともに、女性のニーズに

対応した職業紹介や職業訓練、農林漁業経営、６次産 
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業化の取組等への女性の参画の促進、女性の起業支援、ネットワーク化などの施策を推進する。 

また、女性の就労を促進するため、社会における子育て支援の拡充、仕事と家庭の両立支援対策

を推進するとともに、雇用形態に中立的な社会保障制度、税制の見直しを行う。 

ウ 非正規雇用労働者対策の推進 

非正規雇用の労働者は、正規雇用の労働者と比べて、雇用が不安定、経済的自立が困難、職業キ

ャリアの形成が十分でないことや、非正規雇用に固定化しやすい等の問題もあることから、将来

に備えた資産形成が困難である。このため、こうした問題に総合的に取り組み、一人ひとりの労

働者が希望する社会全体にとって望ましい働き方を実現するため、2012 年３月に取りまとめた

「望ましい働き方ビジョン」に基づき、非正規雇用の労働者の正規雇用への転換の促進、公正な

処遇の確保、職業キャリア形成の支援等を推進する。 

エ 子ども・子育て支援施策の総合的推進 

今後の子育て支援の方向性についての総合的なビジョンである「子ども・子育てビジョン」（平

成22 年1 月29 日閣議決定）に基づき、具体的な数値目標を掲げ、保育等の充実、母子保健医

療の充実、ワーク・ライフ・バランスの推進など、子どもの育ちを社会全体で支え合う環境づく

りを推進する。 

また、幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進するため、認定こど

も園制度の改善の実施、認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付等の創設、各地域の

保育需要に機動的に対応できる仕組みの導入及び地域の子ども・子育て支援の充実等を強力に進

め、より子どもを生み、育てやすい社会の構築を目指す。 
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第３ 推進体制等 

１ 推進体制 

高齢社会対策を総合的に推進するため、高齢社会対策会議において、本大綱のフォローアップ、

国会への年次報告の案の作成等重要事項の審議等を行うものとする。 

２ 推進に当たっての留意事項 

高齢社会対策の推進に当たっては、以下の点に留意するものとする。 



(1) 内閣府、厚生労働省その他の地方公共団体を含む関係行政機関の間に緊密な連携・協力を図

るとともに、施策相互間の十分な調整を図ること。 

(2) 本大綱を実効性のあるものとするため、各分野において「数値目標」を示し、施策の着実な

推進を図るとともに、政策評価、情報公開等の推進により、効率的かつ国民に信頼される施策を

推進すること。 

(3) 「数値目標」とは、それぞれの重点分野において掲げる具体的施策を総合的に実施すること

により、政府全体で達成を目指す水準であり、数値目標に係る項目に直接取り組む機関・団体等

が、地方公共団体や民間団体等、政府以外の場合には、政府がこれらの機関・団体等に働きかけ

る際に、政府として達成を目指す水準として位置付けること。 

(4) 高齢化の状況及び高齢社会対策に係る情報の収集・分析を行うとともに、これらの情報を国

民に提供するために必要な体制の整備を図ること。 

(5) 高齢社会対策の推進について広く国民の意見の反映に努めるとともに、国民の理解と協力を

得るため、効果的な広報、啓発及び教育を実施すること。 

３ 大綱の見直し 

本大綱については、政府の高齢社会対策の中長期的な指針としての性格にか 
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んがみ、経済社会情勢の変化等を踏まえておおむね5 年を目途に必要があると認めるときに、

見直しを行うものとする。 

・・・・・・・・・・・意見 

 変化が想定される時期でもあり、１０年後の成果を長期的に想定しつつ、中期の「５年

を目途」に見直しとしたこと。継続性として目配りがきく時間幅で次の機会が配慮されて

いて納得がえられる判断と思います。 

・・・・・・・・・・・ 

以上、勝手なことをるる申し上げました。（２０１２・８・７ 堀内） 

 

高齢社会対策大綱数値目標 

分類項目 項目        現状（直近の値）  （参考）中間目標   数値目標 

（平成23年)     （平成27年）    （平成32年） 

１．就業・年金等分野に係る基本的施策 

60～64歳就業率        57.3%（※1）    60.1%*      63%*  

週労働時間60時間以上の雇用者の割合 9.3%（※1）  7.4%*  (10％(平成20年)から)5割減* 

年次有給休暇取得率      48.1%(平成22年)   59%*      70%*  



短時間勤務を選択できる事業所の割合 20.5%     24%      29%   

自己啓発を行っている労働者の割合(※2) 

 (正社員)             43.8％(平成22年度)  55％     70% 

 (非正社員)            19.3％(平成22年度)  35％     50% 

在宅型テレワーカーの数      490万人       －    700万人(平成27年) 

２．健康・介護・医療等分野に係る基本的施策（※3） 

介護サービス利用者数     452万人（平成24年）  505万人  657万人(平成37年度) 

（１）在宅介護        320万人分（平成24年） 361万人分  463万人分(平成37年度) 

（２）居住系サービス     33万人分（平成24年）  38万人分   62万人分(平成37年度) 

（３）介護施設        98万人分（平成24年）  106万人分  133万人分(平成37年度) 

介護職員数              149万人（平成24年） 167～176万人  237～249万人(平成37年度) 

在宅医療等（１日あたり）    17万人分（平成24年）   23万人分     29万人分(平成37年度) 

訪問看護（１日あたり）      31万人分（平成24年）   37万人分     51万人分(平成37年度) 
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（別表） 

高齢社会対策大綱数値目標 

分類項目 項目        現状（直近の値）  （参考）中間目標   数値目標 

（平成23年)     （平成27年）    （平成32年） 

３．社会参加・学習等分野に係る基本的施策 

大学への社会人入学者数  4.6万人（推計値。一部、平成20年度）※4 6.5万人* 9万人* 

専修学校での社会人受け入れ総数  約10.8万人    13万人*    15万人*  

「新しい公共」への参加割合の拡大 26%(平成22年)   38%      約5割  

４．生活環境等分野に係る基本的施策 

新築住宅における認定長期優良住宅の割合 8.8%（※5）   －   20%(平成32年度末) 

既存住宅の流通シェア（既存住宅の流通戸数の新築を含めた全流通戸数に対する割合） 

14%(平成20年)   －   25%(平成32年度末) 

高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合 0.9%(平成17年) 2～4%  3～5%(平成32年度末) 

一定の旅客施設のバリアフリー化率（※6）①78%(平成22年度末) － 約100%(平成32年度末) 

②92%(同上)      －  約100%(同上)  

③75%(同上)      －  約100%(同上) 

特定道路におけるバリアフリー化率（※7） 77%(平成23年度末)  － 約100%(平成32年度末) 

都市公園における園路及び広場、駐車場、便所のバリアフリー化率（※8） 

園路及び広場 47%(平成22年度末)  － 約60%(平成32年度末) 

駐車場：39%(同上)     －   約60%(同上) 

便所：32%(同上)      －   約45%(同上) 

特定路外駐車場のバリアフリー化率（※9） 45%(平成22年度末)  －  約70%(平成32年度末) 



不特定多数の者等が利用する一定の建築物のバリアフリー化率（※10）  

                48%(平成22年度末)     －   約60%(平成32年度末) 

車両等のバリアフリー化率（※11） 

①� 50(平成22年度)    －     約70％(平成32年度末) 

          ②36％(同上)       －     約70％(同上) 

③3％(同上)        －     約25％(同上) 

④12,256台(同上)     －     約28,000台(同上) 

⑤18％(同上)         －     約50％(同上) 

⑥81％(同上)         －     約90％(同上) 
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高齢社会対策大綱数値目標 

分類項目 項目        現状（直近の値）  （参考）中間目標   数値目標 

（平成23年)     （平成27年）    （平成32年） 

５．高齢社会に対応した市場の活性化と調査研究推進のための基本的施策 

健康関連サービス産業と雇用の創出 市場規模 13.1兆円(平成19年)   －  25兆円 

雇用  150万人(同上)      －    230万人 

６．全世代が参画する超高齢社会に対応した基盤構築のための基本的施策 

20～34歳の就業率                 74.2%           75.4%*           77%*  

若者フリーターの数          176万人（※1）    165万人*       124万人*  

25～44歳の女性就業率         66.9%（※1）      69.8%*         73%*   

第1子出産前後の女性の継続就業率   38%(平成22年)    50%*        55%*   

ポジティブ・アクション取組企業数の割合 31.7%       －    40%超*(平成26年)   

男性の育児休業取得率             2.63%          8%*          13%*  

P36 

（注） 

※1 岩手県、宮城県及び福島県を除く全国結果を使用（労働力調査（平成23年平均）による）。 

※2 能力開発基本調査では、前年度（22年度）の自己啓発の実施状況について調査。 

※3 本分類の項目における数値目標は、社会保障・税一体改革に基づく医療・介護サービス量等

の見込み。 

※4 国公私立大学（短期大学除く。通信制大学含む。）の学位を取得する課程・科目等履修・履

修証明プログラムにおける、社会人を対象とした入試方式による入学者（通学）、職業を持たな

い者を除いた学生数（通信）等を基に推計。 

なお、科目等履修・履修証明プラグラムについては、平成23年度についての調査を実施していな

いため、平成20年度の値を用いて推計。 

※5 認定長期優良住宅の供給が開始された平成21年6月から平成22年3月までの数値。 

※6 １日あたりの平均的な利用客数が3，000人以上である全ての旅客施設（鉄軌道駅、バスタ



ーミナル、旅客船ターミナル、航空旅客ターミナル）のうち、①段差解消、②視覚障害者誘導用

ブロックの整備、③障害者対応型便所の設置がバリアフリー法に基づく公共交通移動等円滑化基

準に適合するように行われているものの割合。 

※7 バリアフリー法に規定する特定道路（＊）のうち、道路移動等円滑化基準を満たす道路の割

合。 

＊ 特定道路：駅、官公庁施設、病院等を相互に連絡する道路のうち、多数の高齢者、障害者等

が通常徒歩で移動する道路の区間として、国土交通大臣が指定したもの。 

※8 特定公園施設（バリアフリー法に基づき、同法政令で定める移動等円滑化が必要な公園施設）

である園路及び広場、駐車場、便所が設置された都市公園のうち、各施設がバリアフリー法に基

づく都市公園移動等円滑化基準に適合した都市公園の割合。 

※9 特定路外駐車場（駐車の用に供する部分が500㎡以上、かつその利用に対して料金を徴収し

ている路外駐車場のうち、道路付属物であるもの、公園施設であるもの、建築物であるもの、建

築物に付随しているものを除いた駐車場）のうち、バリアフリー法に基づく路外駐車場移動等円

滑化基準に適合した路外駐車場の割合。 

※10 床面積2,000㎡以上の特別特定建築物（病院、劇場、ホテル、老人ホーム等の不特定多数の

者または主として高齢者、障害者等が利用する建築物）の総ストック数のうち、バリアフリー法

に基づく建築物移動等円滑化基準に適合するものの割合。 

※11 車両等のうち、バリアフリー化が公共交通移動等円滑化基準に適合するように行われてい

るものの割合等。①：鉄軌道車両のバリアフリー化率、②：バス車両（基準の適用除外の認定を

受けた車両を除く）のうち、ノンステップバスの導入率、③：適用除外認定を受けたバス車両の

うち、リフト付きバス又はスロープ付きバスの導入率、④：タクシー車両のうち、福祉タクシー

の導入台数、⑤：旅客船のバリアフリー化率、⑥：航空機のバリアフリー化率。 

＊ これらの目標値は、新成長戦略において、「2020 年度までの平均で、名目 3%、実質 2%を上

回る成長」等としていることを前提。 

 

止 


